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　防災マニュアルの作成については、学校保健安全法（平成 21 年４月施行）以降、どの学校も真剣に
取り組んできたと言える。実際、東日本大震災後、文部科学省が被災３県（岩手・宮城・福島）の幼稚園、
小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等全ての 3160 校に実施した「東日本大震災における学校等
の対応等に関する調査研究報告書」（平成 24 年３月、文科省；以後、報告書と略記）によると、震災
以前でも、95% 近い学校で防災マニュアルが策定されていたことがわかる。
　ところが、同時に、この報告書において、想定外の規模の地震であったため、それまでの防災マニュ
アルに記載されていなかった問題が発生し、対応に苦慮した状況が数多く報告された。上の報告書は、
防災マニュアルの改善も含め、学校防災を見直すにあたって、今後の教訓となるものが多い。以下に
報告書の記述から、防災マニュアルを見直すにあたって、学校、教員の記述を一部記し、若干の考察
を加えておきたい。
　まずは、地震の発生とほぼ同時に生じた停電によって、校内外の連絡方法やその後の情報手段の確
保が困難になったことに着目したい。例えば、多くの学校の防災マニュアルでは、地震が発生すると、
校内放送によって避難誘導などが、指示されることになっていた。しかし、報告書では、「停電時の校
内放送が使えない場合の防災マニュアルがなかった。停電時の連絡方法を構築しておくべきだった。」
とあり、今後の避難訓練なども、これを踏まえた取り組みが必要と考えられる。特に、地震発生後、
揺れが収まり落ち着いてからも「停電のため、校内及び保護者や関係機関との連絡方法が奪われてし
まった。」、「広域停電と通信不能の状態が長く続くという想定がなかった。」と述べられているように、
電源があることを前提として防災マニュアルを点検しては意味がない。緊急時の情報収集手段も検討
しておく必要がある。
　昨今では、災害伝言ダイヤルが広く知られている。確かに、災害伝言ダイヤルの使い方を児童生徒
が知っておく意味もある。しかし、「災害伝言ダイヤルでの対応を考えていたが、電話や携帯が通じず、
災害伝言ダイヤルを使用することができなかった。」、「災害電話を設置したがほとんど機能しなかっ
た。」という記述が多く見られる。そのため、震災後も「電話、携帯電話が使えないため、避難経路、
保護者への引き渡し等に困難を極めた。」などの労苦がうかがえる。
　一方、携帯電話を含めた電話通信に比べ、E-mail などでの連絡が効果的であった旨の報告は多い。
中には「生徒間の E-mail による伝達が有効であった。」とか「クラス内で２～３人の生徒のキーパー
スンを中継して連絡、確認ができて、大変有効であった。」などの報告も見られる。特に高校生では、
部活動などの日常の連絡方法が、震災時の問い合わせにも役立ったことが考えられる。最近では、登
録された携帯電話などに、学校から保護者へ連絡や情報が発信される機会も多くなっている。通常は
教職員の連絡網を中心に考えがちであるが、緊急時には、連絡網として、PTA や生徒からの情報も組
み入れる効果も見られる。これらを教訓として、震災後には、「メール、ツイッターの活用を進めてい
る。」という学校やクラス等もある。近年、中学生や高校生が利用するフェイスブックやラインなどの
ＳＮＳについては、ネットいじめ等につながったり、犯罪に巻き込まれたりするなど、学校や教員は
その対策に追われることもある。しかし、情報通信など科学技術の持つ二面性を理解しながら、災害

防災マニュアルの見直し

1　災害時における学校の対応
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教育法規を踏まえた自然災害発生時の学校危機管理

時などの有効な活用を検討することも今後の検討事項である。
　一方で、「ハンドマイクは各クラスに常備しておく必要がある。」、「校内放送が使用不可でも使える
伝達手段（拡声器やトランシーバー等）、メガホンが必要。」、という停電時でも対応できる器具や連絡
体制を準備しておくことも考えられる。同じように「情報を得るためのラジオ、携帯電話の常備。」、「自
転車、発電機、ガソリンなど、緊急用を準備。家庭訪問に便利。」なども貴重な意見である。ガソリン
がなかなか入手できず、車があっても移動など役に立たなかったことからも、災害時に限らず、常に
車のガソリンを満たしておくことは身近な心構えであると言える。
　他地域や過去の災害の教訓が、自分たちの地域や学校での防災マニュアルの改善に参考となること
も多い。また、防災マニュアルは、これまでの自校の避難訓練の振り返りも含めて、常に見直しや改
善をする必要がある。時には消防署や行政など、専門家の意見を聞くことも望まれる。また、学校管
理職や防災主任等の担当者だけでなく、非常勤講師なども含めて、学校全体で共通理解を図ったり、
場合によっては保護者や児童生徒にも伝えたりしておくことも意味がある。

１　自然災害の発生と学校危機管理に関する法規
　大規模な自然災害が発生し、児童生徒の安全に影響を及ぼすことが予想される場合、学校は臨時休
業の措置をとることが求められる。これは学校教育法施行規則第 63 条「非常変災その他急迫の事情」
を理由とし、学校の休業は、学校及び児童生徒の置かれた状況を掌握するにあたって、校長の判断に
委ねられる。臨時休業決定後、校長は休業について、速やかに教育委員会に連絡する必要がある。学
校の休業は、気象庁による警報や注意報の発表、市町村長の発令による避難勧告、避難指示などが判
断の拠り所となり、実際には、教育委員会を通して、校長間であらかじめ決められている地域が多い。
なお、学校が臨時休業を余儀なくされる理由としては「感染症予防」（学校保健安全法第 20 条）の場
合も上げられる。しかし、「感染症予防」の休業の判断は校長でなく学校設置者に委ねられる。
　また、災害時には学校に避難所が設置される場合がある。公立学校の施設は、学校教育を行うため
のものであり、「学校施設の確保に関する政令３条」により、原則として目的外使用は禁止されている。
しかし、学校教育法 137 条では、「学校の施設を社会教育その他公共のために、利用させることができる」
とされ、休業日の校庭や体育館が開放されることも多い。しかし、これらの時だけでなく、学校施設は、
個別法律を根拠とする目的外使用が可能となっている。即ち、災害時においては、大規模地震対策特
別措置法や災害対策基本法を根拠とする地域防災計画に基づいて学校施設を活用することができる。
災害時では、都道府県知事らが災害救助法「第一章　総則（目的）第一条　この法律は、災害に際して、
国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、
被災者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする。」により、校長の許可を要せず、避難所と
しての学校施設の使用が可能であることが決められている。しかし、これは緊急の場合の学校施設へ
の立ち入りを認めたもので、学校を避難所とする明確な根拠を持つとは言えないこともある。そのため、
大規模災害時における学校体育館への緊急の遺体安置所設置や再開後の教育活動に支障をきたす長期
にわたる避難所運営など、状況に応じた調整が不可欠になっている。
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２　大地震の発生と原子力災害への対応
　災害対策基本法とともに原子力災害対策特別措置法等に、学校の防災も組み込まれている。文部科
学省では、「文部科学省防災業務計画」を策定し、各都道府県教育委員会や学校への防災対策に指導、
助言を行っている。この計画の中でも、原子力災害に触れられている。つまり、災害対策基本法（昭
和 36 年法律第 223 号）第 36 条第 1 項及び第 37 条第 1 項、大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法
律第 73 号）第 6 条第 1 項、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成
14 年法律第 92 号）第 6 条第 1 項並びに日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推
進に関する特別措置法（平成 16 年法律第 27 号）第 6 条第 1 項の規定に基づき、文部科学省の所掌事
務について、防災に関する必要な事項を定め、もって防災行政を総合的かつ計画的に推進することを
目的としている。具体的には、1. 学校などにおける児童生徒などの生命・身体の安全を図ること　2. 災
害による教育研究実施上の障害を取り除き、教育研究活動の実施を確保すること　3. 学校その他の教
育研究機関などの施設・設備の災害復旧に万全を期すること　4. 防災に関する研究活動などの効率化
と強化を図ること　5. 原子力災害の発生・拡大を防止し、原子力災害の復旧を図ること　6. 被災者の
救援活動に関し、的確な連携・協力を行うことが上げられ、都道府県教育委員会等に指導・助言する
ことになっている。
　「文部科学省防災業務計画」の中でも原子力災害特別措置法と連動して、学校等に対し、原子力災害
に関しても、教育研究活動の早期再開、児童生徒等及び教職員の健康管理に万全を期するよう、関係
機関に対し、指導及び助言を行うこととされている。校舎・校庭等の利用判断における考え方の整理（線
量の目安値等）や児童生徒等が受ける線量低減のための取組、学校給食の安全・安心の確保については、
原子力規制委員会等関係省庁と連携して対応することになっている。

３　自然災害の発生と教職員の勤務
　災害発生時には、教員は児童生徒の安全確保のために時間外勤務が余儀なくされる場合もあるが、
教員へは「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」によって、勤務実態に
応じた手当は支給されない。教員は、勤務時間の割り振りによって確定した正規の勤務時間内におい
てのみ勤務するのが原則であり、「公立の義務教育諸学校等の教育職員を正規の勤務時間を超えて勤務
させる場合等の基準を定める政令」の中で時間外勤務を命じることは原則的に禁止と記載されている。
しかし、災害発生時においては、いわゆる「超勤 4 項目」の一つの「非常災害の場合、児童又は生徒
の指導に関し緊急の措置を必要とする場合その他やむを得ない場合に必要な業務」として、例外となっ
ている。現実的な対応としては、当然ながら教員の疲労や状況も配慮する必要がある。しかし、阪神
淡路大震災や東日本大震災時では、ほとんどが教員の奉仕的な取組に委ねられ、超勤手当の支給が不
十分であったとも言える。
　一方、災害発生時には、交通の遮断など、本人の意志とは別に出勤ができない場合もある。この場合は、
地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 24 条第６項の規定に基づき特別休暇の対象となる。災害
時に教職員の住居が減失・損壊の場合も特別休暇の対象となる。しかし、特別休暇の期間は 7 日以内
のため、その中で対応する必要がある。大規模自然災害の発生でなかったとしても、勤務中や通勤途
中に災害によって被害を受けた場合は、労働災害補償、地方公務員災害補償法が適用される。
　また、教職員だけでなく、児童生徒への便宜も図られている。例えば、災害によって教科書を失く
した児童生徒に対して、災害救助法の適用を受ける災害では、義務教育諸学校の教科書減失に対して、
無償で供与されることが原則である（災害救助法第四条八学用品の給与）。
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４　自然災害発生時にみる学校管理下の課題
　学校は、公立・私立を問わず、児童生徒がその管理下にある場合、安全を確保する法的義務「安全
配慮義務・安全保持義務」を負っている。東日本大震災では、学校管理下において、津波が児童生徒
等を襲い、犠牲者・行方不明者が生じたため、幼稚園、小学校で民事上、刑事上の責任が追及されて
いる。公立学校の場合、民事責任、つまり、損害賠償責任は、主に国家賠償法によって取り扱われる。
避難指示等の対応が遅れる、適切な判断・誘導がなされないと言う教員の「過失」によって子どもが
災害に遭遇したと判断された場合、学校の設置者である地方公共団体が損害賠償責任を負うことにな
る。ここでの「過失」とは、違法に損害が生じるという結果について予見可能性があり、その結果を
回避する可能性が存在していたにもかかわらず、これを防止することを怠ったと判断される場合と見
なされる。つまり、東日本大震災では、地震後に巨大津波の発生が予想されたり、警報が出されたり
したにもかかわらず、児童生徒を適切に避難させなかった点をめぐって、現在も争われているのである。
　一般的には、独立行政法人日本スポーツ振興センターによる「災害共済給付」制度があり、学校管
理下においての事件、事故災害については、これで対処されることが多い。学校設置者が保護者の同
意を得て加入しているが、ここで給付が行われるのは、独立行政法人日本スポーツセンター法施行令 5
条 2 項で明示されている「学校の管理下」において、原因が生じた時に限られている。しかし、大規
模な自然災害の時には、先述の災害救助法が適用される。

５　学校安全と学校保健安全法
　学校における安全・防災教育については、平成 20 年 6 月に学校保健法の改正が行われ、同時に同法
は「学校保健安全法」（以後、同法と略記）へと改称されたことが挙げられる。同法は、翌年 4 月 1 日
に施行され、学校安全に関わる条項を第三章とした。法律の目的は、「学校における児童生徒等及び職
員の健康の保持増進を図るため、学校における保健管理に関し必要な事項を定めるとともに、学校に
おける教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒等の安全の確保が図られるよう、学校にお
ける安全管理に関し必要な事項を定め、もつて学校教育の円滑な実施とその成果の確保に資すること
を目的とする。」（第 1 章総則第１条より）とある。そして、その実現のために、国及び地方公共団体
の責務として、同章第 3 条に次の 3 項目が示されている。「第３条　国及び地方公共団体は、相互に
連携を図り、各学校において保健及び安全に係る取組が確実かつ効果的に実施されるようにするため、
学校における保健及び安全に関する最新の知見及び事例を踏まえつつ、財政上の措置その他の必要な
施策を講ずるものとする。２　国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進する
ため、学校安全の推進に関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。３　地方公共団体は、
国が講ずる前項の措置に準じた措置を講ずるように努めなければならない」
　さらに、同法第 27 条では（学校安全計画の策定等）として、「学校においては、児童生徒等の安全
確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活そ
の他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修その他学校における安全に関する事項につい
て計画を策定し、これを実施しなければならない。」と記され、第 29 条では（危険等発生時対処要領
の作成等）として、「学校においては、児童生徒等の安全確保を図るため、当該学校の実情に応じて、
危険発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた対処要領（次項に
おいて「危険等発生時対処要領」という。）を作成するものとする。」と示されている。これに基づい
て各学校では、「学校安全計画」、「マニュアル」を作成することになっている。
　東日本大震災後の平成 24 年には「学校安全の推進に関する計画」が策定された。この計画では、 5
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年間の推進計画が示され、学校保健安全法「国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果
的に推進するため、学校安全の推進に関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする」（第３
条第 2 項）に則って、記載されている。東日本大震災後、学校保健安全法の周知徹底を図ったものと
捉えることができる。

６　今日的な学校安全と法規 課題
　今日では、学校だけで児童生徒等の安全を守るには限界があると言わざるを得ない。平成 18(2006)
年教育基本法の改正でも、地域の安全、安心の確保の必要性から、第 2 章 教育の実施に関する基本に
おいて、「学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力について」（第 13 条　学校、家庭及び地域住民
その他の関係者は教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努
めるものとする）と新たに規定された。学校保健安全法第 30 条においても（地域の関係機関等との連
携）として、「学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、児童生徒等の保護者との連携を
図るとともに、当該学校が所在する地域の実情に応じて、当該地域を管轄する警察署その他の関係機関、
地域の安全を確保するための活動を行う団体その他の関係団体、当該地域の住民その他の関係者との
連携を図るよう努めるものとする。」と記されている。
　児童生徒等が事件・事故災害によって、心も傷つき回復までに支援が必要なこともある。そこで、
同法第 29 条の 3 では、「学校においては、事故等により児童生徒等に危害が生じた場合において、当
該児童生徒等及び当該事故等により心理的外傷その他の心身の健康に対する影響を受けた児童生徒等
その他の関係者の心身の健康を回復させるため、これらの者に対して必要な支援を行うものとする。」
とされている。
　なお、同法第 28 条として（学校環境の安全の確保）が挙げられている。ここでは、「校長は、当該
学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全の確保を図る上で支障となる事項があると認めた場
合には、遅滞なく、その改善を図るために必要な措置を講じ、又は当該措置を講ずることができない
ときは、当該学校の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。」と示され、未然の事故防止とともに、
責任の所在を明確にしている。
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１　ねらい
　過去の大規模な自然災害、特に大地震の教訓を踏まえ、児童及び生徒（以下「児童生徒」という。）

の安全確保を図るため、日常的な防災活動や災害発生時における基本的な対応マニュアル例を示すこ

とにより、各学校の実情に応じた対応マニュアル作成の一助とする。

1　日常的な学校の防災活動
	 （1）		平常時における学校防災委員会とその役割

	 （2）日頃から講じておくべき措置

2　学校災害時における児童生徒の安全確保
	 （1）	災害対策本部の設置

	 （2）	地震発生時における教職員の非常配備計画

	 （3）	地震発生時の対応

 ① 児童生徒在校時

 ② 校外活動時

 ③ 登校時

 ④ 下校時

 ⑤ 夜間・休日等

	 （4）津波発生時の対応

	 （5）風水害発生時の対応

	 （6）火山災害発生時の対応

	 （7）原子力災害発生時の対応

	 （8）土砂災害警戒時の対応

3　避難所開設と運営の支援
4　授業再開に向けての対応

◆資料

 ① 緊急連絡用（引渡し）カード

 ② 情報連絡体制（例） 

平成２７年２月
福島県教育委員会

 学校災害（地震・津波、風水害、火山災害、原子力災害、土砂災害）対応マニュアル例

２　内容

◇学校災害対応マニュアル作成上の留意点　
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◇学校災害対応マニュアル作成上の留意点

１　「日常的な学校の防災活動」では、学校の実情に応じて内容を整理し、学校防災委員会
の活動を学校安全計画の中に反映させること。

２　災害対策本部の組織編制においては、通常の校務分掌と災害対策本部を設置した際の
各班の実務内容との関連を考慮し、学校の実情を勘案して適切に教職員を配置すること。

３　役割分担においては、学校の規模と非常配備計画との関連を考慮し、各班の中に班長
を設けるなどの工夫をすること。

４　非常配備計画については、学校規模や職員の状況など学校の実情に応じて、非常事態
に適切に対応できるよう作成すること。

５　地震発生時の対応については、地震発生から数分間の児童生徒の安全確保を確実にす
るため、教師の具体的対応を洗い出し、順序よく整理することが重要であるという視点
で、学校の実情に応じてマニュアルを自校化すること。

６　大地震の場合は、訓練と異なり避難経路に危険が生ずる場合もあることから、避難経
路となる階段等の安全確認が迅速にできるよう、学校の実情に応じて予め緊急避難経路
確認の係分担をしておくこと。

７　地域によっては、土砂災害、津波、洪水、集中豪雨時の浸水、火山災害、原子力災害
等の危険を考慮し、避難先や児童生徒への指導内容を適切に付加すること。

８　災害情報の収集を迅速に行うため、地域の災害対策担当課、消防署、警察署、バス会社、
JR 等、関係機関の情報提供担当窓口の電話番号を一覧表にし、情報収集の役割分担を明
確にしておくこと。

９　電話がつながらないことも想定し、緊急の場合は災害伝言ダイヤルの活用ができるよ
う、利用方法を確認しておくとともに、保護者等へも周知しておくこと。

10　機能するマニュアルとするため、可能な限り、誰が、何をするのかを明らかにすること。
なお、担当者不在の場合の代行についても確認しておくこと。



― 121 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育

日
常
的
な
学
校
の
防
災
活
動

1



― 122 ―

学
校
災
害
時
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
安
全
確
保

2



― 123 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育



― 124 ―



― 125 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育



― 126 ―



― 127 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育



― 128 ―



― 129 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育



― 130 ―

避
難
所
開
設
と
運
営
の
支
援

3



― 131 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育



― 132 ―

授
業
再
開
に
向
け
て
の
対
応

4



― 133 ―

Ⅲ

災
害
を
風
化
さ
せ
な
い
こ
れ
か
ら
の
防
災
教
育資

料
●①

緊
急
連
絡
用（
引
渡
し
）カ
ー
ド

資
料
●②

情
報
連
絡
体
制
   
 （
例
） 


